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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次 　

第20期

第３四半期連結累計期間
　

第20期

第３四半期連結会計期間
第19期

会計期間 　

自　平成20年12月１日

至　平成21年８月31日
　

自　平成21年６月１日

至　平成21年８月31日

自　平成19年12月１日

至　平成20年11月30日

売上高 （千円） 　 1,237,435　 671,674 －

経常利益 （千円） 　 29,153　 54,409 －

四半期（当期）純利益 （千円） 　 18,294　 47,703 －

純資産額 （千円） 　 － 　 1,408,501 －

総資産額 （千円） 　 － 　 2,022,704 －

１株当たり純資産額 （円） 　 － 　 123,769.87 －

１株当たり四半期（当
期）純利益

（円） 　 1,597.54　 4,191.89 －

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） 　 － 　 － －

自己資本比率 （％） 　 － 　 69.6 －

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 　 420,661　 － －

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 　 57,210　 － －

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 　 △163,237　 － －

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（千円） 　 － 　 975,654 －

従業員数 （人） 　 － 　 33 －

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、第20期第２四半期連結会計期間末日（みなし取得日）に子会社を取得したため、第２四半期連結会計

期間より四半期連結財務諸表を作成しており、第19期については連結財務諸表を作成していないため、記載し

ておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第20期第３四半期累計（会計）期間において

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成21年８月31日現在

従業員数(人) 33　

(注) 従業員数は、就業人員であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成21年８月31日現在

従業員数(人) 29　

(注) 従業員数は、就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【仕入、受注及び販売の状況】

　

(1)　仕入実績

当第３四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 　仕入高(千円) 　

半導体装置事業 269,180　

電子材料・機器事業 142,833　

マリン・環境機器事業 99,474　

その他の事業 5,485　

合計 516,973　

(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 　受注高(千円) 　 　受注残高(千円) 　

半導体装置事業 265,771　 115,407　

電子材料・機器事業 223,272　 84,086　

マリン・環境機器事業 32,110　 524,964　

その他の事業 5,581　 － 　

合計 526,735　 724,457　

(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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(3)　販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 　販売高(千円) 　

半導体装置事業 355,272　

電子材料・機器事業 187,967　

マリン・環境機器事業 121,135　

その他の事業 7,298　

合計 671,674　

(注)　１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
当第３四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％）

豊田通商株式会社 200,862 29.9

Optimax Technology Corporation 76,941 11.5

株式会社日立ハイテクノロジーズ 76,135 11.3

　　　２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

　

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　

　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

　

４ 【財政状態及び経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における世界経済は、昨年のサブプライムローン問題に端を発したアメリ

カ経済の減速の影響が、日本やヨーロッパの経済、さらにはアジア経済にも波及し、さらに昨年９月の米

国における金融危機が世界的規模で実体経済にも大きな影響を及ぼし、急速に冷え込みました。それに伴

い、わが国経済も、海外景気減速の影響に円高も加わり、輸出の急減が内需に波及し、当第３四半期連結会

計期間においても、第２四半期連結会計期間に引き続き、生産調整、設備投資の減退、これに伴う雇用環境

の悪化により、景気は停滞いたしました。

このような状況において、当社においても、かかる景気減速によるメーカーの生産調整、設備投資の減

退の影響を大きく受けました。そのため、取扱商品の多くにわたって、顧客からの受注が減少し、販売が停
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滞いたしました。

この結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は671,674千円、営業利益は66,251千円、経常利益

は54,409千円、四半期純利益は47,703千円となりました。

　

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①半導体装置事業

当事業においては、当社の主力商品であるワイヤボンダーを米国より仕入れ、国内の顧客に販売して

おります。販売面では、主力顧客である自動車メーカーならびに自動車部品メーカーにおいて、景気の

急速な後退による自動車の生産の大幅な減少により、受注が減少し、また、すでに稼働中の設備に用い

られる消耗品の売上が低調に推移いたしました。この結果、売上高は355,272千円、営業利益は85,726千

円となりました。

②電子材料・機器事業

当事業においては、エレクトロニクスメーカー向けの材料、大学・研究所等向けの研究開発用の小型

の機器等を国内外から仕入れ、販売しております。販売面では、顧客の生産の回復傾向が見られ、当第３

四半期より株式会社コムテックが当事業に加わったものの、売上は低調に推移いたしました。これらの

結果、売上高は187,967千円、営業損失は7,026千円となりました。

③マリン・環境機器事業

当事業においては、マリン事業において、大型船舶向けの救命艇を国内メーカーより仕入れ、造船所

に販売、ならびに環境機器事業においては、液体の濃縮・分離を行うためのフィルター等を海外から仕

入れ、食品メーカー・化学メーカー等、国内の顧客に販売しております。マリン事業においては、造船所

の建造計画にあわせ、前年度以前に受注しており、販売面では、概ね計画通りに進捗いたしましたが、環

境事業においては、大半が新規の受注案件を扱っているため、受注が少ない状況でありました。この結

果、売上高は121,135千円、営業損失は10,921千円となりました。

④その他の事業

取扱い商品は、半導体基板等の洗浄に用いる液体等でありますが、景気の後退に伴い、受注が少ない

状況でありました。この結果、売上高は7,298千円、営業損失は1,526千円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

（総資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は2,022,704千円となりました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は1,408,501千円となりました。

（自己資本比率）

当第３四半期連結会計期間末における自己資本比率は69.6％となりました。

（１株当たり純資産額）

当第３四半期連結会計期間末における１株当たり純資産額は123,769円87銭となりました。
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(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、975,654千円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは150,078千円の収入となり

ました。これは主に、売上債権の回収及び仕入債務の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは50,291千円の支出となりま

した。これは主に、有価証券の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは93,526千円の支出となりま

した。これは主に、長期借入金の返済によるものであります。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000

計 40,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成21年８月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年10月14日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 11,580 11,580

大 阪 証 券 取 引 所
（ニッポン・ニュー
・マーケット－「ヘ
ラクレス」）

(注）

計 11,580 11,580 － －

（注）１　当社の発行済株式は、すべて株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。

 ２　当社は単元株制度を採用しておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成21年６月１日～

平成21年８月31日
― 11,580 ― 100,210 ― 75,210

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、松村勝正氏及びその共同保有者である松村健子氏から平成21年７月

28日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書の変更報告書により平成21年７月28日現在で以下の

株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社としては、当第３四半期会計期間末における当人

名義の実質所有株式数の確認ができておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下の通りであります。

氏名又は名称 住所 保有株券等の数（株） 株券等保有割合（％）

松村　勝正 横浜市泉区 3,348 28.91

松村　健子 横浜市泉区 224 1.93
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の内容が確認できず、記載する

ことができませんので、直前の基準日である平成21年５月31日現在で記載しております。

①　【発行済株式】

平成21年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－ －
　普通株式 200

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,380 11,380 －

単元未満株式 　 － － －

発行済株式総数 　 11,580 － －

総株主の議決権 　 － 11,380 －

　

②　【自己株式等】

平成21年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

テクノアルファ株
式会社

東京都品川区西
五反田二丁目27
番４号明治安田
生命五反田ビル

200 － 200 1.73

計 － 200 － 200 1.73

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年12月平成21年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 124,000128,500129,000128,000125,000190,000

最低(円) 103,000110,600 98,800 107,000107,900111,200

　

月別 平成21年６月 ７月 ８月

最高(円) 218,000264,000256,000

最低(円) 149,000149,000215,100

(注)　株価は、大阪証券取引所（ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

    則」（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成

    しております。

(2) 当社は、第２四半期連結会計期間に子会社を取得したため、第２四半期連結会計期間より連

    結財務諸表を作成しております。なお、当該子会社のみなし取得日を第２四半期連結会計期間

    の末日としているため、四半期貸借対照表については、第２四半期連結会計期間より、四半期

    損益計算書については、当第３四半期連結会計期間より連結しております。また、前連結会

    計年度については、連結財務諸表を作成していないため、記載しておりません。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年６月

１日から平成21年８月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年12月１日から平成21年８月31

日まで）の四半期連結財務諸表について、三優監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期
連結会計期間末

(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 675,898 －

受取手形 29,960 －

売掛金 319,362 －

有価証券 349,755 －

商品 260,201 －

その他 157,087 －

貸倒引当金 △99 －

流動資産合計 1,792,166 －

固定資産

有形固定資産 ※１
 23,714 －

無形固定資産

のれん 8,185 －

その他 17,902 －

無形固定資産合計 26,088 －

投資その他の資産

その他 181,427 －

貸倒引当金 △693 －

投資その他の資産合計 180,734 －

固定資産合計 230,538 －

資産合計 2,022,704 －

負債の部

流動負債

買掛金 306,497 －

1年内返済予定の長期借入金 37,527 －

未払法人税等 14,890 －

賞与引当金 4,800 －

その他 96,962 －

流動負債合計 460,677 －

固定負債

退職給付引当金 2,220 －

役員退職慰労引当金 147,334 －

その他 3,970 －

固定負債合計 153,525 －

負債合計 614,203 －
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(単位：千円)

当第３四半期
連結会計期間末

(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 100,210 －

資本剰余金 119,606 －

利益剰余金 1,220,039 －

自己株式 △23,848 －

株主資本合計 1,416,006 －

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,263 －

繰延ヘッジ損益 △10,768 －

評価・換算差額等合計 △7,505 －

純資産合計 1,408,501 －

負債純資産合計 2,022,704 －
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年８月31日)

売上高 1,237,435

売上原価 870,276

売上総利益 367,159

販売費及び一般管理費 ※１
 383,190

営業損失（△） △16,031

営業外収益

受取利息 3,862

受取配当金 89

投資有価証券売却益 2,930

保険返戻金 49,204

その他 15

営業外収益合計 56,102

営業外費用

支払利息 810

為替差損 9,839

支払手数料 231

その他 35

営業外費用合計 10,917

経常利益 29,153

特別利益

固定資産売却益 877

投資有価証券売却益 2,093

特別利益合計 2,971

税金等調整前四半期純利益 32,124

法人税、住民税及び事業税 15,024

法人税等調整額 △1,193

法人税等合計 13,830

四半期純利益 18,294
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年６月１日
　至 平成21年８月31日)

売上高 671,674

売上原価 471,559

売上総利益 200,115

販売費及び一般管理費 ※１
 133,864

営業利益 66,251

営業外収益

受取利息 1,235

受取配当金 62

投資有価証券売却益 2,930

その他 15

営業外収益合計 4,244

営業外費用

支払利息 766

為替差損 15,283

その他 35

営業外費用合計 16,085

経常利益 54,409

特別利益

固定資産売却益 877

投資有価証券売却益 2,093

特別利益合計 2,971

税金等調整前四半期純利益 57,380

法人税、住民税及び事業税 14,552

法人税等調整額 △4,875

法人税等合計 9,677

四半期純利益 47,703
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 32,124

減価償却費 9,316

のれん償却額 430

貸倒引当金の増減額（△は減少） 674

受取利息及び受取配当金 △3,951

支払利息 810

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,800

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △5,024

固定資産売却損益（△は益） △877

保険返戻金 △49,204

為替差損益（△は益） 5,208

売上債権の増減額（△は増加） 857,286

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,587

仕入債務の増減額（△は減少） △257,009

未払金の増減額（△は減少） △61,310

未払消費税等の増減額（△は減少） △5,272

退職給付引当金の増減額（△は減少） 224

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,532

その他の資産の増減額（△は増加） 17,947

その他の負債の増減額（△は減少） △8,766

小計 531,353

利息及び配当金の受取額 3,746

利息の支払額 △712

法人税等の支払額 △113,725

営業活動によるキャッシュ・フロー 420,661

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △150,000

有価証券の売却による収入 100,000

信託受益権の取得による支出 △100,000

有形固定資産の売却による収入 1,596

無形固定資産の取得による支出 △7,410

投資有価証券の取得による支出 △54,388

投資有価証券の売却による収入 50,132

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 ※２

 131,222

貸付金の回収による収入 744

敷金の差入による支出 △440

敷金の回収による収入 970

保険積立金の解約による収入 84,782

投資活動によるキャッシュ・フロー 57,210

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △93,333

リース債務の返済による支出 △74

自己株式の取得による支出 △23,848

配当金の支払額 △45,980

財務活動によるキャッシュ・フロー △163,237

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,658

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 316,294

現金及び現金同等物の期首残高 659,360

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 975,654
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年12月１日

　至　平成21年８月31日)

１　連結の範囲の変更

　第２四半期連結会計期間より、新たに取得した株式会社コムテックを連結の範囲に含めております。なお、当該子
会社のみなし取得日を第２四半期連結会計期間の末日としているため、四半期貸借対照表については第２四半期連
結会計期間より、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書については当第３四半期連結会計期間よ
り連結しております。

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項については、追加情報に記載しております。

 

２　会計処理基準に関する事項の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　第１四半期会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業
会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に
変更しております。

　なお、これによる損益及びセグメント情報に与える影響はありません。

（リース取引に関する会計基準の適用）

　当第３四半期連結会計期間より新たな取引が発生したことに伴い、平成19年３月30日改正の「リース取引に関す
る会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針（企業
会計基準委員会　企業会計基準適用指針第16号）を早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、
リース資産として計上しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっておりま
す。

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃
貸借取引にかかる方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間のリース資産が有形固定資産に4,960千
円計上されますが、損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年12月１日

　至　平成21年８月31日)

棚卸資産の評価方法

　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎と
して合理的な方法により算定する方法によっております。
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【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年12月１日

　至　平成21年８月31日)

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　１社

株式会社コムテック

第２四半期連結会計期間より、新たに取得した株式会社コムテックを連結の範囲に含めております。

(2) 非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

 

２　持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３　連結子会社の四半期連結決算日等に関する事項

連結子会社である株式会社コムテックの決算日は11月30日であります。

 

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

①満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）によっております。

②その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

デリバティブ

時価法を採用しております。

たな卸資産

商品

機械装置

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

部品等

主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物 ３～39年

　機械及び装置 ２～７年

　工具器具備品 ４～５年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年12月１日

　至　平成21年８月31日)

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

　ては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の四半期連結会計期間負担額を計上

しております。

③退職給付引当金

当社は、従業員の退職給付に備えるため、当四半期連結会計期間末における退職給付債務見込額及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。

④役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく期末要支給額を計

上しております。

(4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、四半期連結会計期間末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。為替予約については、ヘッジ会計の要件を満たしている場合は

振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・為替予約

ヘッジ対象・・・買掛金

③ヘッジ方針

為替に係る相場変動リスクを回避する目的で、実需の範囲内で対象取引のヘッジを行っております。

④ヘッジの有効性の評価の方法

為替予約取引は振当処理を行っているため、有効性の判定を省略しております。

(6) その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
 

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

 

６　のれんに関する事項

のれんは、５年間で均等償却しております。

 

７　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年８月31日)
　

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却
累計額

43,368千円

　

　 　

　２　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 7,302千円

 

　

　３　当座貸越契約

当社は、運転資金の機動的な調達を行うため
に、複数の金融機関と当座貸越契約を締結して
おります。当四半期連結会計期間末における実
行残高等は、以下のとおりであります。

　当座貸越極度額 240,000千円

　借入実行残高 －千円

　差引額 240,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年12月１日

　至　平成21年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 51,454千円

給与手当 111,221千円

従業員賞与 9,498千円

賞与引当金繰入額 4,800千円

退職給付費用 3,498千円

法定福利費 20,614千円

家賃 19,973千円

広告宣伝費 14,057千円

旅費交通費 15,532千円

保険料 32,887千円

減価償却費 9,376千円

発送運賃 11,086千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,532千円

業務委託費 5,924千円

支払報酬 13,413千円

 

　

　

第３四半期連結会計期間

　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年６月１日

　至　平成21年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 16,411千円

給与手当 40,661千円

賞与引当金繰入額 4,800千円

退職給付費用 1,830千円

法定福利費 7,314千円

家賃 6,932千円

広告宣伝費 2,091千円

旅費交通費 6,329千円

保険料 9,508千円

減価償却費 3,342千円

発送運賃 5,877千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,494千円

業務委託費 654千円

支払報酬 5,538千円

 

　

　

EDINET提出書類

テクノアルファ株式会社(E03007)

四半期報告書

21/29



(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年12月１日

　至　平成21年８月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年８月31日現在)

 

現金及び預金 675,898千円

有価証券 299,755千円

現金及び現金同等物 975,654千円

 

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳
株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取
得による収入（純額）との関係は次のとおりであります。

　　　株式会社コムテック
流動資産 267,093千円
固定資産 6,535千円
流動負債 △150,177千円
固定負債 △68,678千円
のれん 8,616千円
株式の取得価額 63,390千円
現金及び現金同等物 △194,612千円
差引：株式取得による収入 △131,222千円

　

　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年12月１日　

至　平成21年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 11,580

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 200

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年２月26日
定時株主総会

普通株式 46,3204,000.00平成20年11月30日平成21年２月27日利益剰余金
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(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得を行っております。この結果、第２四半期連結会計期

間において、自己株式が23,848千円増加し、第３四半期連結会計期間末における自己株式の残高は23,848

千円となっております。

　

(リース取引関係)

所有移転外ファイナンスリース取引について、平成20年３月31日以前の取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取

引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

　　　当第３四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）

　

　当社の所有する有価証券は、企業集団の運営において重要なものではありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　　　当第３四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）

デリバティブ取引については、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除外し

ております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）

　

　
半導体装置
事業

(千円)

電子材料・
機器事業

(千円)

マリン・環
境機器事業

(千円)

その他の事
業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 355,272187,967121,1357,298671,674 － 671,674

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ － － － － － －

計 355,272187,967121,1357,298671,674 － 671,674

営業利益又は営業損失（△） 85,726△7,026△10,921△1,52666,251 － 66,251

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1) 半導体装置事業・・・・・・ワイヤボンダー

(2) 電子材料・機器事業・・・・接着剤、消耗品、ボンドテスター、温度モニターシステム、

　　　　　　　　　　　　　　　ダイボンダー、プラズマ処理装置、ヒートシールコネクター、偏光板

(3) マリン・環境機器事業・・・救命艇、振動膜式フィルター等

　(4) その他の事業・・・・・・・半導体基板等の洗浄に用いる液体等

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年12月１日　至　平成21年８月31日） 

　

　
半導体装置
事業

(千円)

電子材料・
機器事業

(千円)

マリン・環
境機器事業

(千円)

その他の事
業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 600,471275,918338,10222,9441,237,435－ 1,237,435

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ － － － － － －

計 600,471275,918338,10222,9441,237,435－ 1,237,435

営業利益又は営業損失（△） 45,935△29,253△27,872△4,840△16,031 － △16,031

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1) 半導体装置事業・・・・・・ワイヤボンダー

(2) 電子材料・機器事業・・・・接着剤、消耗品、ボンドテスター、温度モニターシステム、

　　　　　　　　　　　　　　　ダイボンダー、プラズマ処理装置、ヒートシールコネクター、偏光板

(3) マリン・環境機器事業・・・救命艇、振動膜式フィルター等

　(4) その他の事業・・・・・・・半導体基板等の洗浄に用いる液体等

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）並びに当第３四半期連結累計期

間（自　平成20年12月１日　至　平成21年８月31日）

　

  本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）

　

　 アジア 北米 欧州 南米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 94,980 6,897 32,254 6,593 140,724

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 671,674

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の
割合（％）

14.1 1.0 4.8 1.0 21.0

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア・・・中国、台湾、韓国、シンガポール

(2) 北米・・・・アメリカ

(3) 欧州・・・・ドイツ、スペイン、フィンランド、フランス、スイス

(4) 南米・・・・ブラジル

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年12月１日　至　平成21年８月31日）

　

　 アジア 北米 欧州 南米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 126,002 15,409 32,254 6,593 180,259

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 1,237,435

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の
割合（％）

10.2 1.2 2.6 0.5 14.6

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア・・・中国、台湾、韓国、シンガポール

(2) 北米・・・・アメリカ

(3) 欧州・・・・ドイツ、スペイン、フィンランド、フランス、スイス

(4) 南米・・・・ブラジル

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年８月31日)
　

　

１株当たり純資産額 123,769円87銭

　

　

　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末

(平成21年８月31日)
　

純資産の部の合計額（千円） 1,408,501　

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － 　

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,408,501　

期末の普通株式の数（株） 11,380　

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年12月１日

　至　平成21年８月31日)

 

１株当たり四半期純利益 1,597円54銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目 　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年12月１日

　至　平成21年８月31日)

１株当たり四半期純利益 　 　

　四半期純利益（千円） 　 18,294

　普通株主に帰属しない金額（千円） 　 －

　普通株式に係る四半期純利益（千円） 　 18,294

　普通株式の期中平均株式数（株） 　 11,451
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第３四半期連結会計期間

　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年６月１日

　至　平成21年８月31日)

 

１株当たり四半期純利益 4,191円89銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目 　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年６月１日

　至　平成21年８月31日)

１株当たり四半期純利益 　 　

　四半期純利益（千円） 　 47,703

　普通株主に帰属しない金額（千円） 　 －

　普通株式に係る四半期純利益（千円） 　 47,703

　普通株式の期中平均株式数（株） 　 11,380

　 　 　

　 　 　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年10月13日

テクノアルファ株式会社

取締役会　御中

　

三優監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　 髙　　瀬　　敬　　介　　印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　 山　　本　　公　　太　　印
　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテク

ノアルファ株式会社の平成20年12月１日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成21年６月１日から平成21年８月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年12月１日から平成

21年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テクノアルファ株式会社及び連結子会社の平

成21年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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